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研究成果の概要（和文）：本研究は、大規模サンプルのユーザ調査によりモバイル・ユーザの利用満足度を明らかにし
た。成果は端的に述べて、iPhoneのユーザ満足度は高く、日系のAndroid端末のユーザ満足度は相対的に低いことを明
らかにした点である。
　その背景には、iPhoneとAndroidの需要・供給サイドの影響がある。iPhoneは、需要・供給サイド共に従来の日本の
携帯電話市場の影響をほとんど受けていない一方、日系のAndroid端末はその影響を強く受けている。そして、Android
端末は既存ユーザに対応するため、フィーチャフォン機能を含む多くの機能を搭載せざるを得ず、利用時のユーザビリ
ティを犠牲にする結果となった。

研究成果の概要（英文）： This study defined mobile user satisfaction through large scale user sample and s
urvey. Plainly speaking, our research accomplishment revealing what iPhone has high level user satisfactio
n and Japanese Android terminals have relatively low user satisfaction.
 A background reason of the result is demand and supply side effects of iPhone and Android. iPhone has few
 effects of existing Japanese mobile phone inertia both demand and supply side. On the other hand, Japanes
e Android companies have been affected this inertia. Therefore, Japanese manufactures must be equipped wit
h existing feature phone functions and they have sacrificed usability.
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１．研究開始当初の背景 
 日本の携帯電話の加入者数は 1億人を超え
る。この現象に合わせ、学術的にも 90 年代
後半から 2000 年初頭にかけて、モバイル研
究は研究蓄積が進められ、成果もまとまりつ
つあった。しかし、それらの成果の多くはハ
ードウェアに関する開発、あるいは通信事業
者を中心とした研究が主であった。 
 一方、携帯電話端末のインターネット上で
展開される音楽・ゲーム・情報提供サービス、
すなわちモバイル・コンテンツ・ビジネスに
関する研究はほとんどみられなかった。 
しかし現実には、モバイル・コンテンツの

市場規模は 2009 年で約 1 兆 5000 億円にの
ぼり、その後も拡大傾向にある状況であった。
また中国などの新興国では今後急速に成長
する産業であり、モバイル・コンテンツ・ビ
ジネスの国際展開による日本の産業活性化
にも期待されるという観点から、早急な学術
的研究が求められる分野であるというのが
当初の背景である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、モバイル・ユーザとモバ

イル・コンテンツ・プロバイダに焦点を当て、
スマート・モバイル産業の初期において、実
際にユーザがモバイル機器・コンテンツにど
のような選好を示したか、諸企業がそれに対
しどのような行動をとったかを探求するこ
とにある。よって本研究は、事実解明型の研
究となる。 
 
３．研究の方法 
本研究では、モバイル・ユーザとモバイ

ル・コンテンツ・プロバイダの選好や行動の
構造を明らかにするため、主として 1000 の
ユーザ・サンプルを基にそれを統計分析する
手法をとった。具体的には、334 名のフィー
チャフォン・ユーザ、333 名の iPhone ユー
ザ、333名のAndroidユーザのデータである。
このデータは一般社団法人モバイル・コンテ
ンツ・フォーラムの協力を得て取得した。 
また、それら結果の理論化については、米

国テンプル大学やウォーリック大学、英国ロ
ンドン・スクール・オブ・エコノミクス、韓
国ソウル大学の教授陣に来日して頂き、講
演・協議・研究書執筆する方法をとった。そ
の成果は「５．主な発表論文等、〔図書〕(1)
東邦仁虎編著『スマホ時代のモバイル・ビジ
ネスとプラットフォーム戦略』創成社、2014
年」や「〔その他〕(1)東京理科大学シンポジ
ウム＆MCF２月セミナー」にある。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、(1)理論的なリサーチ・ア
ジェンダの導出、(2)大規模サンプルのユーザ
調査によるモバイル・ユーザの選好の構造の
調査結果、(3)モバイル・ユーザの利用満足の
概念的なタイポロジの導出、および(4)企業行
動のタイポロジとそれに伴うユーザの満足

度の調査結果があげられる。 
 理論面については、本研究では対象とした
産業上、最も適する理論体系として、プラッ
トフォーム論およびエコシステム論に着目
した。プラットフォーム論では、プラット・
リーダーの最終的な目標は、自社のプラット
フォームを中心としたエコシステム全体の
繁栄にある。 
 プラットフォーム・リーダーはこの目標を
達するため、エコシステムに対し、2 つの対
立的な戦略を実行する必要がある。ひとつは
プラットフォーム・リーダーがプラットフォ
ーム上でつくられる製品・サービスをコント
ロールし続けること。もうひとつは、どのよ
うな製品・サービスがプラットフォーム上で
造られるべきかについて、サーパーティ企業
にコントロールの一部を委託し任せること
である。 
 本研究では、この対立関係のマネジメント
こそが、日本を含む東アジア、米国、欧州す
べての同分野研究者にとって、現在のリサー
チ・アジェンダとなっていることを、海外研
究者との対話から明らかにした。 
 モバイル・ユーザの選好の構造については、
次の通りである。まず、スマートフォン移行
後もコンテンツ市場は無料・有料とも拡大傾
向にあるものの、フィーチャーフォン特有の
ビジネス・モデルである着うたや着メロはそ
の例外といえる点。 
 Android ユーザは、従来の日本のフィーチ
ャーフォン端末に搭載されていた「赤外線通
信」や「おサイフケータイ」機能をスマート
フォン移行後も求めている点。iPhone ユーザ
は有料コンテンツの利用が顕著であり、特に、
SNS やゲーム、電子書籍など利用率が高く、
高品質なサービスなら有料を厭わない点で
ある。 
すなわち、特に日本の Android 端末は従来

のフィーチャーフォン端末を継承する一方、
iPhone 端末やアプリ・コンテンツは従来のフ
ィーチャーフォンの機能・サービスとは一線
を画しており、それを支持するユーザも存在
することが明らかになった。 
モバイル・ユーザの利用満足の概念的なタ

イポロジについては次の通りである。従来、
モバイル・ユーザの利用満足は、詳細に概念
的なタイポロジが示されていなかった。現象
そのものが新しいためである。 
本研究では大規模サンプルの調査・分析に

より、モバイル・ユーザが端末利用に関し満
足する点は、①ユーザビリティ(使い勝手)、
②画像系機能、③ウェブ基本機能（メール・
ブラウザ）、④モバイル系機能（アプリ・無
線 LAN 等）、⑤端末サイズに分類できること
を明らかにした。 
 企業行動のタイポロジとユーザの満足度
については、次の通りである。まず、スマー
トフォン端末の製造に関し、iPhone 陣営と
Android 陣営に分かれる。そして Android 陣
営はシャープ、ソニー等の日系企業とサムス



ン等の韓国系企業や台湾系企業他に分類さ
れる。 
 iPhone 陣営は端末・OS・アプリ・コンテ
ンツすべてが統合的にマネジメントされユ
ーザに提供される。一方、Android 陣営では
日系企業が従来のフィーチャーフォンの機
能・サービスをスマートフォンにも搭載する
傾向があり、韓国系企業では日系企業ほど強
くその傾向はみられなかった。 
 結果、これら企業行動がユーザ満足度にど
のような影響を与えたかみた場合、前述のユ
ーザ満足度 5 項目のすべてで iPhone が高い
満足度を得ていたことが明らかになった。こ
れに対し、フィーチャーフォンの機能をスマ
ートフォンに取り入れる選択をとった企業
の端末は、相対的に低いユーザ満足度となっ
た。これは日系企業に観察される特徴であっ
た。以上が研究成果である。 
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